
別 紙

新 旧 対 照 表

(注) アンダ－ラインを付した部分は、改正部分である。

改 正 後 改 正 前

第１０条（（試験研究費の額が増加した場合等の所得税額の特別控除））関係 第１０条（（試験研究費の額が増加した場合等の所得税額の特別控除））関係

（試験研究費に含まれる人件費） （試験研究費に含まれる人件費）

１０―１ 措置法第10条第８項第１号…………… １０―１ 措置法第10条第３項第１号……………

（試験研究費の額の範囲が改正された場合の取扱い） （試験研究費の額の範囲が改正された場合の取扱い）

１０―４ ……………措置法第10条第８項第２号…………… １０―４ ……………措置法第10条第３項第２号……………

（他の者から支払を受ける金額の範囲） （他の者から支払を受ける金額の範囲）

１０―５ …………… １０―５ ……………

⑴ …………… ⑴ ……………

⑵ 独立行政法人科学技術振興機構……………同機構…………… ⑵ 科学技術振興事業団……………同事業団……………

⑶ …………… ⑶ ……………

(注) …………… (注) ……………

（試験研究費の額の統一的計算） （試験研究費の額の統一的計算）

１０―６ …………… １０―６ ……………

(注) 措置法令第５条の３第５項（同条第10項において準用する場合を含む。）

に規定する「特別償却実施額」は、措置法第10条第４項又は第６項の規定

の適用があるかどうかの判定においてこれらの項に規定する「試験研究費

の額」から控除するのであるが、例えば、同条第２項の規定の適用を受け

る試験研究費の額から控除する必要はないことに留意する。

－１－



（中小企業者であるかどうかの判定の時期） （中小企業者であるかどうかの判定の時期）

１０―７ 措置法第10条第５項…………… １０―７ 措置法第10条第２項……………

(注) 措置法第10条第６項の規定の適用を受ける個人であるかどうかの判定は、

同項に規定する繰越中小企業者税額控除限度超過額の生じた年12月31日に

おいて中小企業者に該当するかどうかによるのであるから、同項の規定の

適用を受ける年12月31日においても中小企業者に該当する必要はないこと

に留意する。

（常時使用する従業員の範囲） （常時使用する従業員の範囲）

１０―８ 措置法令第５条の３第８項…………… １０―８ 措置法令第５条の３第２項……………

（所得税額の特別控除の計算の基礎となる各種所得の金額） （所得税額の特別控除の計算の基礎となる各種所得の金額）

１０―９ 措置法令第５条の３第２項…………… １０―９ 措置法令第５条の３第１項……………

（当該金額として記載された金額） （当該金額として記載された金額）

１０―１０ 措置法第10条第10項及び第11項……………同条第１項から第６項まで １０―１０ 措置法第10条第５項……………同条第１項又は第２項の規定…………

の規定…………… …

第１０条の２から第１５条まで（（特別税額控除及び減価償却の特例））共通関係 第１０条の２から第１５条まで（（特別税額控除及び減価償却の特例））共通関係

（特別償却等の適用を受けたものの意義） （特別償却等の適用を受けたものの意義）

１０の２～１５共―１ ……………第11条から第13条の４まで、第14条第３項、第 １０の２～１５共―１ ……………第11条から第13条の４まで、第14条の２第１項

14条の２又は…………… 又は……………

（償却不足額の繰越しをする場合の償却限度額の計算） （償却不足額の繰越しをする場合の償却限度額の計算）

１０の２～１５共―２ ……………第11条から第13条の４まで、第14条第３項、第 １０の２～１５共―２ ……………第11条から第13条の４まで、第14条の２第１項

14条の２又は…………… 又は……………

－２－



改 正 後 改 正 前

（常時使用する従業員の範囲） （常時使用する従業員の範囲）

１０の２～１５共―３ 中小企業経営革新支援法…………… １０の２～１５共―３ 中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創

出のための雇用管理の改善の促進に関する法律（平成３年法律第57号）第２

条第１項第１号から第３号まで、中小企業経営革新支援法……………

第１０条の２（（エネルギー需給構造改革推進設備を取得した場合の特別償却又は 第１０条の２（（エネルギー需給構造改革推進設備を取得した場合の特別償却又は

所得税額の特別控除））関係 所得税額の特別控除））関係

（国庫補助金等をもって取得等したエネルギー需給構造改革推進設備の取得価 （国庫補助金等をもって取得等したエネルギー需給構造改革推進設備の取得価

額） 額）

１０の２―７ ……………同条第２項…………… １０の２―７ ……………同条第２項各号……………

第１０条の３（（中小企業者が機械等を取得した場合等の特別償却又は所得税額の 第１０条の６（（中小企業者が機械等を取得した場合等の特別償却又は所得税額の

特別控除））関係 特別控除））関係

（年の中途において中小企業者に該当しなくなった場合の適用） （年の中途において中小企業者に該当しなくなった場合の適用）

１０の３―１ ……………措置法第10条の３第１項……………（以下10の３関係 １０の６―１ ……………措置法第10条の６第１項……………（以下10の６関係

……………）……………（以下10の３関係……………）……………措置法令 ……………）……………（以下10の６関係……………）……………措置法令

第５条の５第８項……………（……………）……………措置法第10条の３第 第５条の８第８項……………（……………）……………措置法第10条の６第

１項……………措置法規則第５条の８第３項…………… １項……………措置法規則第５条の11第３項……………

（取得価額の判定単位） （取得価額の判定単位）

１０の３―２ 措置法令第５条の５第２項…………… １０の６―２ 措置法令第５条の８第２項……………

(注) 措置法規則第５条の８第１項各号…………… (注) 措置法規則第５条の11第１項各号……………

－３－



（国庫補助金等をもって取得等した特定機械装置等の取得価額） （国庫補助金等をもって取得等した特定機械装置等の取得価額）

１０の３―３ 措置法令第５条の５第２項……………同条第２項…………… １０の６―３ 措置法令第５条の８第２項……………同条第２項各号……………

（主たる事業でない場合の適用） （主たる事業でない場合の適用）

１０の３―４ …………… １０の６―４ ……………

（事業の判定） （事業の判定）

１０の３―５ …………… １０の６―５ ……………

(注) 措置法規則第５条の８第４項第10号…………… (注) 措置法規則第５条の11第４項第10号……………

（その他これらの事業に含まれないもの） （その他これらの事業に含まれないもの）

１０の３―６ 措置法規則第５条の８第４項第２号…………… １０の６―６ 措置法規則第５条の11第４項第２号……………

（指定事業とその他の事業とに共通して使用される特定機械装置等又は特定機 （指定事業とその他の事業とに共通して使用される特定機械装置等又は特定機

械等） 械等）

１０の３―７ ……………（措置法第10条の３第１項……………10の３―10…… １０の６―７ ……………（措置法第10条の６第１項……………10の６―10……

………）……………（措置法令第５条の５第８項……………10の３―14…… ………）……………（措置法令第５条の８第８項……………10の６―14……

………）……………措置法第10条の３第１項…………… ………）……………措置法第10条の６第１項……………

（貸付けの用に供したものに該当しない資産の貸与） （貸付けの用に供したものに該当しない資産の貸与）

１０の３―８ 措置法第10条の３第１項……………措置法第10条の３第１項…… １０の６―８ 措置法第10条の６第１項……………措置法第10条の６第１項……

……… ………

（附属機器等の同時設置の意義） （附属機器等の同時設置の意義）

１０の３―９ 措置法規則第５条の８第１項各号…………… １０の６―９ 措置法規則第５条の11第１項各号……………

（特定機械装置等の対価につき値引きがあった場合の税額控除限度額の計算） （特定機械装置等の対価につき値引きがあった場合の税額控除限度額の計算）

１０の３―１０ ……………措置法第10条の３第３項…………… １０の６―１０ ……………措置法第10条の６第３項……………

－４－



改 正 後 改 正 前

（物品賃貸業の意義） （物品賃貸業の意義）

１０の３―１１ 措置法第10条の３第４項…………… １０の６―１１ 措置法第10条の６第４項……………

(注) …………… (注) ……………

（特殊の減価償却資産の耐用年数） （特殊の減価償却資産の耐用年数）

１０の３―１２ リース契約（措置法令第５条の５第８項第１号……………10の３ １０の６―１２ リース契約（措置法令第５条の８第８項第１号……………10の６

―14……………）…………… ―14……………）……………

（リース費用の均等支払の判定） （リース費用の均等支払の判定）

１０の３―１３ ……………措置法令第５条の５第８項第３号…………… １０の６―１３ ……………措置法令第５条の８第８項第３号……………

（リース費用に含まれない費用） （リース費用に含まれない費用）

１０の３―１４ 措置法令第５条の５第10項…………… １０の６―１４ 措置法令第５条の８第10項……………

（所得税額の特別控除の計算の基礎となる各種所得の金額） （所得税額の特別控除の計算の基礎となる各種所得の金額）

１０の３―１５ 措置法令第５条の５第７項…………… １０の６―１５ 措置法令第５条の８第７項……………

（当該金額として記載された金額） （当該金額として記載された金額）

１０の３―１６ 措置法第10条の３第８項…………… １０の６―１６ 措置法第10条の６第８項……………

第１０条の４（（事業基盤強化設備を取得した場合等の特別償却又は所得税額の特 第１０条の３（（事業基盤強化設備を取得した場合等の特別償却又は所得税額の特

別控除））関係 別控除））関係

（年の中途において特定中小企業者等に該当しなくなった場合の適用） （年の中途において特定中小企業者等に該当しなくなった場合の適用）

１０の４―１ ……………措置法第10条の４第１項……………（……………10の １０の３―１ ……………措置法第10条の３第１項……………（……………10の

－５－



４―７……………）……………（以下第10条の４……………）……………… ３―７……………）……………（以下第10条の３……………）………………

（以下第10条の４……………）で措置法令第５条の６第14項……………（… （以下第10条の３……………）で措置法令第５条の５第13項……………（…

…………10の４―６及び10の４－７……………）……………措置法第10条の …………10の３―６及び10の３－７……………）……………措置法第10条の

４第１項……………措置法規則第５条の９第１項又は第７項…………… ３第１項……………措置法規則第５条の８第１項又は第５項……………

（取得価額の判定単位） （取得価額の判定単位）

１０の４―２ 措置法令第５条の６第１項…………… １０の３―２ 措置法令第５条の５第１項……………

(注) 措置法規則第５条の９第１項各号…………… (注) 措置法規則第５条の８第１項各号……………

（国庫補助金等をもって取得等した事業基盤強化設備の取得価額） （国庫補助金等をもって取得等した事業基盤強化設備の取得価額）

１０の４―３ ……………同条第２項…………… １０の３―３ ……………同条第２項各号……………

（主たる事業でない場合の適用） （主たる事業でない場合の適用）

１０の４―４ ……………措置法第10条の４第１項第２号……………（以下10の １０の３―４ ……………措置法第10条の３第１項第２号……………（以下10の

４―６……………）…………… ３―６……………）……………

（事業の判定） （事業の判定）

１０の４―５ …………… １０の３―５ ……………

（特定事業とその他の事業とに共通して使用される事業基盤強化設備） （特定事業とその他の事業とに共通して使用される事業基盤強化設備）

１０の４―６ ……………措置法第10条の４第１項…………… １０の３―６ ……………措置法第10条の３第１項……………

(注) 同条第１項第６号ロに規定する事業とその他の事業とを営む個人が事業

基盤強化設備をそれぞれの事業に共通して使用している場合の同条第１項、

第３項又は第４項の適用についても、同様とする。

（貸付けの用に供したものに該当しない資産の貸与） （貸付けの用に供したものに該当しない資産の貸与）

１０の４―７ ……………措置法第10条の４第１項…………… １０の３―７ ……………措置法第10条の３第１項……………

－６－



改 正 後 改 正 前

(注) …………… (注) ……………

（総収入金額の意義） （新 設）

１０の４―８ 事業所得に係る総収入金額（措置法令第５条の６第８項に規定す

る事業所得に係る総収入金額をいう。）には、同項に規定する試験研究費の

額に充てるため他の者から支払を受ける金額及び準備金勘定又は引当金勘定

の取崩し等により総収入金額に算入することとなる金額は含まれないものと

する。

（試験研究費の額の範囲） （新 設）

１０の４―９ 措置法令第５条の６第８項に規定する試験研究費の額は、その試

験研究費に充てるため他の者から支払を受ける金額がある場合には、当該金

額を控除した金額となることに留意する。

(注) 試験研究費の額の計算に当たっては、10―４の取扱いは適用しない。

（附属機器等の同時設置の意義） （附属機器等の同時設置の意義）

１０の４―１０ ……………別表…………… １０の３―８ ……………別表２……………

（特定事業基盤強化設備の対価につき値引きがあった場合の税額控除限度額の計 （特定事業基盤強化設備の対価につき値引きがあった場合の税額控除限度額の計

算） 算）

１０の４―１１ ……………措置法第10条の４第３項…………… １０の３―９ ……………措置法第10条の３第３項……………

（物品賃貸業の意義） （物品賃貸業の意義）

１０の４―１２ 措置法第10条の４第４項…………… １０の３―１０ 措置法第10条の３第４項……………

(注) …………… (注) ……………

－７－



（特殊の減価償却資産の耐用年数） （特殊の減価償却資産の耐用年数）

１０の４―１３ リース契約（措置法令第５条の６第12項第１号……………10の４ １０の３―１１ リース契約（措置法令第５条の５第11項第１号……………10の３

―15……………）…………… ―13……………）……………

（リース費用の均等支払の判定） （リース費用の均等支払の判定）

１０の４―１４ ……………措置法令第５条の６第12項第３号…………… １０の３―１２ ……………措置法令第５条の５第11項第３号……………

（リース費用に含まれない費用） （リース費用に含まれない費用）

１０の４―１５ 措置法令第５条の６第14項…………… １０の３―１３ 措置法令第５条の５第13項……………

（所得税額の特別控除の計算の基礎となる各種所得の金額） （所得税額の特別控除の計算の基礎となる各種所得の金額）

１０の４―１６ 措置法令第５条の６第11項…………… １０の３―１４ 措置法令第５条の５第10項……………

（当該金額として記載された金額） （当該金額として記載された金額）

１０の４―１７ 措置法第10条の４第８項…………… １０の３―１５ 措置法第10条の３第８項……………

（廃 止） 第１０条の４（（事業化設備等を取得した場合等の特別償却又は所得税額の特別控

除））関係

（廃 止） （年の中途において特別中小企業者等に該当しなくなった場合の適用）

１０の４―１ 青色申告書を提出する個人で措置法第10条の４第１項の各号に掲

げるもの（以下この項及び10の４―５において「特別中小企業者等」と

いう。）が年の中途において特別中小企業者等に該当しないこととなった場

合においても、その該当しないこととなった日前に取得し、若しくは製作し、

又は賃借して事業の用に供した同項に規定する特定事業化設備等（以下第10

条の４関係において「特定事業化設備等」という。）及び同項に規定する事

業化設備等（以下第10条の４関係において「事業化設備等」という。）で措

－８－



改 正 後 改 正 前

置法令第５条の６第９項に定める費用の総額が同項に定める金額以上のもの

（事業の用に供した日の属する年の12月31日まで引き続き当該事業の用に供

しているものに限る。以下10の４―４から10の４－６において「特定賃借事

業化設備等」という。）については、措置法第10条の４第１項、第３項又は

第４項の規定の適用があることに留意する。

（廃 止） （取得価額の判定単位）

１０の４―２ 事業化設備等の１台又は１基の取得価額が 280万円以上であるか

どうかについては、個々の機械及び装置ごとに判定することに留意する。

（廃 止） （国庫補助金等をもって取得等した事業化設備等の取得価額）

１０の４―３ 事業化設備等の取得価額が 280万円以上であるかどうかを判定す

る場合において、当該事業化設備等が法第42条第１項の規定の適用を受ける

同項に規定する国庫補助金等をもって取得されたもの又は同条第２項各号に

掲げるものであるときは、令第90条各号の規定により計算した金額に基づい

てその判定を行うものとする。

（廃 止） （特定事業とその他の事業とに共通して使用される事業化設備等）

１０の４―４ 措置法第10条の４第１項第２号に規定する事業（以下この項にお

いて「特定事業」という。）とその他の事業とを営む個人が、その取得し、

若しくは製作し、又は賃借した特定事業化設備等及び特定賃借事業化設備等

をそれぞれの事業に共通して使用している場合には、その全部を特定事業の

用に供したものとして措置法第10条の４第１項、第３項又は第４項の規定を

適用する。
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（廃 止） （貸付けの用に供したものに該当しない資産の貸与）

１０の４―５ 特別中小企業者等がその取得し、若しくは製作し、又は賃借した

特定事業化設備等又は特定賃借事業化設備等を自己の下請業者に貸与した場

合において、当該特定事業化設備等又は当該特定賃借事業化設備等が専ら当

該特別中小企業者等のためにする製品の加工等の用に供されるものであると

きは、当該特定事業化設備等又は当該特定賃借事業化設備等は当該特別中小

企業者等の営む事業の用に供したものとして措置法第10条の４第１項、第３

項又は第４項の規定を適用する。

(注) 物品賃貸業を営む者は、貸付けの用に供した事業化設備等につき同条第

１項、第３項又は第４項の規定の適用を受けることができないことに留意

する。

（廃 止） （事業基盤強化設備の特別償却等との重複適用の排除）

１０の４―６ 措置法第10条の３第１項に規定する事業基盤強化設備の全部又は

一部につき同項又は第３項から第５項までの規定の適用を受ける場合には、

当該適用を受ける年分において事業の用に供する特定事業化設備等又は特定

賃借事業化設備等のすべてについて同法第10条の４第１項又は第３項から第

５項までの規定を適用することができないことに留意する。

（廃 止） （総収入金額の意義）

１０の４―７ 事業所得に係る総収入金額（措置法令第５条の６第３項に規定す

る事業所得に係る総収入金額をいう。）には、同項に規定する試験研究費の

額に充てるため他の者から支払を受ける金額及び準備金勘定又は引当金勘定

の取崩し等により総収入金額に算入することとなる金額は含まれないものと

する。

（廃 止） （試験研究費の額の範囲）

１０の４―８ 措置法令第５条の６第３項に規定する試験研究費の額は、その試
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改 正 後 改 正 前

験研究費に充てるため他の者から支払を受ける金額がある場合には、当該金

額を控除した金額となることに留意する。

(注) 試験研究費の額の計算に当たっては、10―４の取扱いは適用しない。

（廃 止） （特定事業化設備等の対価につき値引きがあった場合の税額控除限度額の計算）

１０の４―９ 特定事業化設備等を事業の用に供した日の属する年の翌年以後の

年において当該特定事業化設備等の対価の額につき値引きがあった場合には、

その事業の用に供した年にさかのぼって当該値引きのあった特定事業化設備

等に係る措置法第10条の４第３項に規定する税額控除限度額の修正を行うも

のとする。

（廃 止） （物品賃貸業の意義）

１０の４―１０ 措置法第10条の４第４項に規定する物品賃貸業とは、不特定又は

多数の者に対して相当の対価を得て継続的に物品の賃貸を行う事業をいう。

(注) 同項に規定する物品賃貸業は、主たる事業としてその事業を営んでいる

必要はないのであるから留意する。

（廃 止） （特殊の減価償却資産の耐用年数）

１０の４―１１ リース契約（措置法令第５条の６第７項第１号に規定するリース

契約をいう。以下10の４―13までにおいて同じ。）に係る事業化設備等が、

耐用年数省令別表第五から別表第八までに掲げる減価償却資産のいずれかに

該当するもの又は令第 130条の規定による耐用年数の短縮の承認を受けたも

のである場合には、これらの別表に掲げる耐用年数又はその承認に係る年数

を基礎として当該事業化設備等のリース契約が同号の要件に該当するかどう

かを判定することに留意する。
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（廃 止） （リース費用の均等支払の判定）

１０の４―１２ 事業化設備等に係るリース契約の締結に当たってその契約の履行

を担保するための保証金等を支払うこととされている場合において、その金

額がリース契約の締結に当たって通常授受される程度のものであるときは、

当該保証金等がリース契約期間終了直前の一定期間のリース料等に充当する

こととされているときであっても、当該リース契約が措置法令第５条の６第

７項第３号の要件に該当するかどうかは、その保証金等の支払がないものと

して判定したところによることができるものとする。

（廃 止） （リース費用に含まれない費用）

１０の４―１３ 措置法令第５条の６第９項に規定する「政令で定める費用の総額」

には、その賃借する事業化設備等に係るソフトウエアの費用（当該事業化設

備等に組み込まれているいわゆる基本ソフトウエアに係るものを除く。）、

リース契約に基づく賃借料とは別に支払う当該事業化設備等の引取運賃等は

含まれないことに留意する。

（廃 止） （所得税額の特別控除の計算の基礎となる各種所得の金額）

１０の４―１４ 措置法令第５条の６第６項に規定する「……利子所得の金額、配

当所得の金額、……又は雑所得の金額」とは、いわゆる黒字の金額をいうの

であることに留意する。

（廃 止） （当該金額として記載された金額）

１０の４―１５ 措置法第10条の４第８項及び第９項に規定する「当該金額として

記載された金額」の意義については、10―10の取扱いを準用する。

第１０条の６（（情報通信機器等を取得した場合等の特別償却又は所得税額の特別 （新 設）

控除））関係
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改 正 後 改 正 前

（取得価額の判定単位と適用対象となる「特定情報通信機器等」） （新 設）

１０の６―１ 措置法第10条の６第１項に規定する情報通信機器等（ソフトウエ

アを除く。以下「ソフトウエア以外の情報通信機器等」という。）の取得価

額の合計額又は同項に規定するソフトウエア（以下「ソフトウエア」と

いう。)の取得価額の合計額が140万円以上又は70万円以上であるかどうかに

ついては、措置法規則第５条の11各号に掲げるもの（令第 138条若しくは第

139条第１項の規定の適用を受けるもの又は措置法第 28条の２の規定の適用

を受けるものを除く。）を措置法規則第５条の11第１号から第８号までの情

報通信機器等と同項第９号の情報通信機器等とに区分し、それぞれの取得価

額の合計額により判定する。この場合、その取得価額基準を満たす情報通信

機器等については、その区分ごとに、措置法第10条の６第１項又は第３項の

いずれかの規定を適用することに留意する。

措置法令第５条の８第５項に規定する合計額の判定においても同様とする。

（国庫補助金等をもって取得等した特定情報通信機器等の取得価額） （新 設）

１０の６―２ ソフトウエア以外の情報通信機器等の取得価額の合計額又はソフ

トウエアの取得価額の合計額が措置法令第５条の８第１項に規定する 140万

円以上又は70万円以上であるかどうかを判定する場合において、当該ソフト

ウエア以外の情報通信機器等又はソフトウエアが法第42条第１項の規定の適

用を受ける同項に規定する国庫補助金等をもって取得されたもの又は同条第

２項に掲げるものであるときは、令第90条各号の規定により計算した金額に

基づいてその判定を行うものとする。

（貸付けの用に供したものに該当しない資産の貸与） （新 設）

１０の６―３ 青色申告書を提出する個人が、その取得し、若しくは製作し、又
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は賃借した措置法第10条の６第１項に規定する特定情報通信機器等（以

下「特定情報通信機器等」という。）を自己の下請業者に貸与した場合にお

いて、当該特定情報通信機器等が専ら当該個人のためにする製品の加工等の

用に供されるものであるときは、当該特定情報通信機器等は当該個人の営む

事業の用に供したものとして措置法第10条の６第１項、第３項又は第４項の

規定を適用する。

（ソフトウエアの改良費用） （新 設）

１０の６―４ 青色申告書を提出する個人が、その有するソフトウエアにつき新

たな機能の追加、機能の向上等に該当するプログラムの修正、改良等のため

の費用を支出した場合において、その付加された機能等の内容からみて、実

質的に新たなソフトウエアを取得したことと同様の状況にあるものと認めら

れるときは、当該費用の額をソフトウエアの取得価額として措置法第10条の

６第１項又は第３項の規定の適用があるものとする。

（附属機器等の同時設置の意義） （新 設）

１０の６―５ 措置法規則第５条の11各号において本体と同時に設置することを

条件として特定情報通信機器等に該当する旨の定めのある附属の機器等には、

一の計画に基づき本体を設置してから相当期間内に設置するこれらの附属の

機器等が含まれるものとする。

（特定情報通信機器等の対価につき値引きがあった場合の税額控除限度額の計 （新 設）

算）

１０の６―６ 特定情報通信機器等を事業の用に供した日の属する年の翌年以後

の年において当該特定情報通信機器等の対価の額につき値引きがあった場合

には、その事業の用に供した年にさかのぼって当該値引きのあった特定情報

通信機器等に係る措置法第10条の６第３項に規定する税額控除限度額の修正

を行うものとする。
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改 正 後 改 正 前

（物品賃貸業の意義） （新 設）

１０の６―７ 措置法第10条の６第４項に規定する物品賃貸業とは、不特定又は

多数の者に対して相当の対価を得て継続的に物品の賃貸を行う事業をいう。

(注) 同項に規定する物品賃貸業は、主たる事業としてその事業を営んでいる

必要はないのであるから留意する。

(特殊の減価償却資産の耐用年数) （新 設）

10の６―８ リース契約（措置法令第５条の８第４項第１号に規定するリース

契約をいう。以下10の６―10までにおいて同じ。）に係る情報通信機器等が、

耐用年数省令別表第五から別表第八までに掲げる減価償却資産のいずれかに

該当するもの又は令第 130条の規定による耐用年数の短縮の承認を受けたも

のである場合には、これらの別表に掲げる耐用年数又はその承認に係る年数

を基礎として当該情報通信機器等のリース契約が同号の要件に該当するかど

うかを判定することに留意する。

（リース費用の均等支払の判定） （新 設）

１０の６―９ 情報通信機器等に係るリース契約の締結に当たってその契約の履

行を担保するための保証金等を支払うこととされている場合において、その

金額がリース契約の締結に当たって通常授受される程度のものであるときは、

当該保証金等がリース契約期間終了直前の一定期間のリース料等に充当する

こととされているときであっても、当該リース契約が措置法令第５条の８第

４項第３号の要件に該当するかどうかは、その保証金等の支払がないものと

して判定したところによることができるものとする。
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（リース費用に含まれない費用） （新 設）

１０の６―１０ 措置法令第５条の８第５項に規定する「政令で定める費用の

総額」には、その賃借する情報通信機器等に係るソフトウエアの費用（当該

情報通信機器等に組み込まれているいわゆる基本ソフトウエアに係るものを

除く。）、リース契約に基づく賃借料とは別に支払う当該情報通信機器等の

引取運賃等は含まれないことに留意する。

（所得税額の特別控除の計算の基礎となる各種所得の金額） （新 設）

１０の６―１１ 措置法令第５条の８第３項に規定する「……………利子所得の金

額、配当所得の金額、……………又は雑所得の金額」とは、いわゆる黒字の

金額をいうのであることに留意する。

（当該金額として記載された金額） （新 設）

１０の６―１２ 措置法第10条の６第８項及び第９項に規定する「当該金額として

記載された金額」の意義については、10―10の取扱いを準用する。

第１１条（（特定設備等の特別償却））関係 第１１条（（特定設備等の特別償却））関係

（取得価額の判定単位） （取得価額の判定単位）

１１－６ ……………150万円以上、230万円以上又は 300万円以上…………… １１－６ ……………150万円以上又は230万円以上……………

（国庫補助金等をもって取得等した減価償却資産の取得価額） （国庫補助金等をもって取得等した減価償却資産の取得価額）

１１－７ ……………150万円以上、230万円以上又は 300万円以上……………同 １１－７ ……………150万円以上又は230万円以上……………同条第２項各号…

条第２項…………… …………

第１１条の３（（開発研究用設備の特別償却））関係 （新 設）

（開発研究の意義） （新 設）
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改 正 後 改 正 前

１１の３－１ 措置法第11条の３第１項に規定する「開発研究」（以下「開発研

究」という。）とは、次に掲げる試験研究をいう。

⑴ 新規原理の発見又は新規製品の発明のための研究

⑵ 新規製品の製造、製造工程の創設又は未利用資源の活用方法の研究

⑶ ⑴又は⑵の研究を基礎とし、これらの研究の成果を企業化するためのデ

ータの収集

⑷ 現に企業化されている製造方法その他の生産技術の著しい改善のための

研究

（専ら開発研究の用に供されるもの） （新 設）

１１の３－２ 措置法令第５条の11第２項に規定する専ら開発研究の用に供され

る機械及び装置並びに器具及び備品とは、専ら開発研究の用に供されるもの

をいうのであるから、開発研究を行う施設において供用されるものであって

も、他の目的のために使用されている減価償却資産で必要に応じ開発研究の

用に供されるものは、これに該当しないことに留意する。

（取得価額の判定単位） （新 設）

１１の３－３ 措置法令第５条の11第２項に規定する機械及び装置並びに器具及

び備品の１台又は１基の取得価額が 280万円以上であるかどうかについ

ては、通常１単位として取引される単位ごとに判定するのであるが、個々の

機械及び装置の本体と同時に設置する自動調整装置又は原動機のような附属

機器で当該本体と一体となって使用するものがある場合には、これらの附属

機器を含めたところによりその判定を行うことができるものとする。

（国庫補助金等をもって取得等した減価償却資産の取得価額） （新 設）
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１１の３－４ 措置法令第５条の11第２項に規定する機械及び装置並びに器具及

び備品の１台又は１基の取得価額が 280万円以上であるかどうかを判定する

場合において、当該機械及び装置並びに器具及び備品が法第42条第１項の規

定の適用を受ける同項に規定する国庫補助金等をもって取得されたもの又は

同条第２項に掲げるものであるときは、令第90条各号の規定により計算した

金額に基づいてその判定を行うものとする。

（委託研究先への資産の貸与） （新 設）

１１の３－５ 措置法第11条の３第１項に規定する個人が、その取得又は製作を

した同項に規定する開発研究用設備を自己の開発研究（同項に規定する開発

研究をいう。以下同じ。）の委託先において当該開発研究用設備が専ら当該

個人のためにする開発研究の用に供されるものであるときは、当該開発研究

用設備は当該個人の営む開発研究の用に供したものとして取り扱う。

第１１条の４（（事業革新設備の特別償却））関係 第１１条の３（（事業革新設備等の特別償却））関係

（特定認定事業者であるかどうかの判定の時期） （特定認定事業者等であるかどうかの判定の時期）

１１の４―１ 措置法第11条の４第１項第１号に規定する事業再構築計画、同項 １１の３―１ 措置法第11条の３第１項に規定する事業再構築計画に係る認定を

第２号に規定する共同事業再編計画、同項第３号に規定する経営資源再活用 受けた個人又は同条第２項に規定する高度化計画に係る認定を受けた個人で

計画又は同項第４号に規定する事業革新設備導入計画に係る認定を受けた個 あるかどうかは、……………

人であるかどうかは、……………

(注) 措置法第11条の３第１項の規定の適用に当たり、その個人が産業活力再

生特別措置法第17条第１項第１号及び第２項の確認を受けた個人に該当す

るかどうかについても、当該減価償却資産を事業の用に供した日の現況に

よって判定するものとする。

（廃 止） （附属機器等の同時設置の意義）

１１の３―２ 平成７年３月31日付大蔵省告示第75号の別表において本体と同時

－１８－



改 正 後 改 正 前

に設置することを条件として特別償却の対象とする旨の定めのある附属の機

器等には、一の計画に基づき本体を設置してから相当期間内に設置するこれ

らの附属の機器等が含まれるものとする。

（貸付けの用に供したものに該当しない資産の貸与） （貸付けの用に供したものに該当しない資産の貸与）

１１の４―２ ……………措置法第11条の４第１項…………… １１の３―３ ……………措置法第11条の３第１項……………

（廃 止） （非指定事業の用に供される機械その他の減価償却資産）

１１の３―４ 措置法令第５条の11第１項の規定により平成７年３月31日付大蔵

省告示第75号の別表で指定された機械その他の減価償却資産（貸付けの用に

供しているものを除く。）については、同項に規定する非指定事業のみに使

用しているもの又は非指定事業とその他の事業に共通して使用しているもの

であっても、同項かっこ書に該当するものを除き、措置法第11条の３第１項

の規定の適用があることに留意する。

第１１条の５（（特定余暇利用施設の特別償却））関係 第１１条の４（（特定余暇利用施設の特別償却））関係

（取得価額の判定単位） （取得価額の判定単位）

１１の５―１ 措置法令第５条の13第２項……………（以下11の５―２………… １１の４―１ 措置法令第５条の12第２項……………（以下11の４―２…………

…）…………… …）……………

(注) …………… (注) ……………

（国庫補助金等をもって取得等した建物等の取得価額） （国庫補助金等をもって取得等した建物等の取得価額）

１１の５―２ ……………同条第２項…………… １１の４―２ ……………同条第２項各号……………

－１９－



（附属施設等の意義） （附属施設等の意義）

１１の５―３ ……………措置法令第５条の13第２項…………… １１の４―３ ……………措置法令第５条の12第２項……………

第１１条の６（（特定電気通信設備等の特別償却））関係 第１１条の５（（特定電気通信設備等の特別償却））関係

（貸付けの用に供したものに該当しない資産の貸与） （貸付けの用に供したものに該当しない資産の貸与）

１１の６―１ 措置法第11条の６第１項……………（以下第11条の６……………） １１の５―１ 措置法第11条の５第１項……………（以下第11条の５……………）

…………… ……………

（附属機器等の同時設置の意義） （附属機器等の同時設置の意義）

１１の６―２ 措置法規則第５条の16第３項各号…………… １１の５―２ 措置法規則第５条の16第４項各号……………

（廃 止） （中小企業者であるかどうかの判定の時期）

１１の５－３ 措置法第11条の５第１項の表の第３号の第１欄に規定する中小企

業者に該当する個人であるかどうかは、その取得し、又は製作し、若しくは

建設した同号の第３欄に規定する設備を事業の用に供した日の現況によって

判定するものとする。

（廃 止） （国庫補助金等をもって取得等した特定電気通信設備等の取得価額）

１１の５－４ 措置法令第６条第５項に規定する特定電気通信設備等の取得価額

が 180万円以上であるかどうかを判定する場合において、当該特定電気通信

設備等が法第42条第１項の規定の適用を受ける同項に規定する国庫補助金等

をもって取得されたもの又は同条第２項各号に掲げるものであるときは、令

第90条各号の規定により計算した金額に基づいてその判定を行うものと

する。

（廃 止） （ファイアウォール装置の意義）

１１の５－５ 措置法第11条の５第１項の表の第３号の第１欄に規定する設備に

－２０－



改 正 後 改 正 前

係る同項の特別償却の適用上、いわゆるアクセス監視センサー装置やセキュ

リティ管理サーバー装置はその対象とならないことに留意する。

第１１条の７（（商業施設等の特別償却））関係 第１１条の６（（商業施設等の特別償却））関係

（中小小売商業者等であるかどうかの判定の時期） （中小小売商業者等であるかどうかの判定の時期）

１１の７―１ 措置法第11条の７第１項……………（以下11の７―６……………） １１の６―１ 措置法第11条の６第１項……………（以下11の６―６……………）

…………… ……………

（事業の判定） （事業の判定）

１１の７―２ 措置法第11条の７第１項…………… １１の６―２ 措置法第11条の６第１項……………

(注)1 …………… (注)1 ……………

2 …………… 2 ……………

（店舗の意義） （店舗の意義）

１１の７―３ 措置法令第６条第１項……………措置法第11条の７第１項……… １１の６―３ 措置法令第６条の２第１項……………措置法第11条の６第１項…

…… …………

（店舗用の範囲） （店舗用の範囲）

１１の７―４ 措置法令第６条第１項……………11の７―３…………… １１の６―４ 措置法令第６条の２第１項……………11の６―３……………

（店舗用又は倉庫用に主として供されている部分の判定単位） （店舗用又は倉庫用に主として供されている部分の判定単位）

１１の７―５ 措置法令第６条第１項…………… １１の６―５ 措置法令第６条の２第１項……………

(注) ……………措置法第11条の７第１項…………… (注) ……………措置法第11条の６第１項……………

－２１－



（店舗用又は倉庫用以外の用に供されている部分がきん少である場合の特例） （店舗用又は倉庫用以外の用に供されている部分がきん少である場合の特例）

１１の７―６ 措置法令第６条第１項……………11の７―５…………… １１の６―６ 措置法令第６条の２第１項……………11の６―５……………

（特別償却の対象となる店舗等の附属設備） （特別償却の対象となる店舗等の附属設備）

１１の７―７ 措置法令第６条第１項…………… １１の６―７ 措置法令第６条の２第１項……………

（特別償却の適用が受けられない部分がある場合の取得価額の区分） （特別償却の適用が受けられない部分がある場合の取得価額の区分）

１１の７―８ 措置法令第６条第１項……………措置法第11条の７第１項……… １１の６―８ 措置法令第６条の２第１項……………措置法第11条の６第１項…

…… …………

第１１条の８（（製造過程管理高度化設備等の特別償却））関係 （新 設）

（特定認定事業者であるかどうかの判定の時期） （新 設）

１１の８―１ 措置法第11条の８第１項に規定する高度化計画に係る認定を受け

た個人であるかどうかは、その取得し、又は製作し、若しくは建設（以下11

の８―２において、「取得等」という。）した同項に規定する製造過程管理

高度化設備等を事業の用に供した日の現況によって判定するものとする。

（併せて設置する機械等の意義） （新 設）

１１の８－２ 措置法規則第５条の16の３第２項各号において措置法第11条の８

第１項に規定する建物及びその附属設備（以下この項において「建物等」と

いう。）と併せて設置することを条件として特別償却の対象とする旨の定め

のある機械及び装置（以下この項において「機械等」という。）には、一の

計画に基づき建物等を取得等してから相当期間内に設置するこれらの機械等

が含まれるものとする。

第１１条の９（（再商品化設備等の特別償却））関係 第１１条の７（（再商品化設備等の特別償却））関係

－２２－



改 正 後 改 正 前

（貸付けの用に供したものに該当しない資産の貸与） （貸付けの用に供したものに該当しない資産の貸与）

１１の９―１ ……………措置法第11条の９第１項…………… １１の７―１ ……………措置法第11条の７第１項……………

（附属機器等の同時設置の意義） （附属機器等の同時設置の意義）

１１の９―２ …………… １１の７―２ ……………

第１１条の１０（（特定集積地区における輸入関連事業用資産の特別償却））関係 第１１条の８（（特定集積地区における輸入関連事業用資産の特別償却））関係

（事業の判定） （事業の判定）

１１の１０―１ ……………措置法第11条の10第１項…………… １１の８―１ ……………措置法第11条の８第１項……………

（主たる事業でない場合の適用） （主たる事業でない場合の適用）

１１の１０―２ …………… １１の８―２ ……………

（工場用等の建物及びその附属設備の意義） （工場用等の建物及びその附属設備の意義）

１１の１０―３ …………… １１の８―３ ……………

⑴ …………… ⑴ ……………

⑵ …………… ⑵ ……………

（工場用又は作業場用等とその他の用に共用されている建物の判定） （工場用又は作業場用等とその他の用に共用されている建物の判定）

１１の１０―４ ……………措置法第11条の10第１項…………… １１の８―４ ……………措置法第11条の８第１項……………

⑴ …………… ⑴ ……………

⑵ …………… ⑵ ……………

（国庫補助金等をもって取得等した一の生産等設備を構成する減価償却資産の （国庫補助金等をもって取得等した一の生産等設備を構成する減価償却資産の

－２３－



取得価額） 取得価額）

１１の１０―５ …………… １１の８―５ ……………

（取得価額の合計額が１０億円を超えるかどうかの判定） （取得価額の合計額が１０億円を超えるかどうかの判定）

１１の１０―６ 措置法第11条の10第１項……………（……………11の10―７…… １１の８―６ 措置法第11条の８第１項……………（……………11の８―７……

………）…………… ………）……………

（一の生産等設備を構成する輸入関連事業用資産を２以上の年において事業の （一の生産等設備を構成する輸入関連事業用資産を２以上の年において事業の

用に供した場合） 用に供した場合）

１１の１０―７ ……………措置法第11条の10第１項…………… １１の８―７ ……………措置法第11条の８第１項……………

⑴ …………… ⑴ ……………

⑵ …………… ⑵ ……………

（算式） 省 略 （算式） 省 略

第１２条（（特定地域における工業用機械等の特別償却））関係 第１２条（（特定地域における工業用機械等の特別償却））関係

（生産等設備の範囲） （生産等設備の範囲）

１２―１ ……………同条第３項、第８項、第10項、第12項、第14項若しくは第 １２―１ ……………同条第３項、第８項、第10項、第12項若しくは第13項……

15項…………… ………

（一の生産等設備の取得価額基準の判定） （一の生産等設備の取得価額基準の判定）

１２－３ ……………2,800万円、1,000万円又は2,500万円…………… １２－３ ……………2,800万円、1,000万円、2,300万円又は2,500万円…………

（国庫補助金等をもって取得等した減価償却資産の取得価額） （国庫補助金等をもって取得等した減価償却資産の取得価額）

１２―４ ……………同条第２項……………同法第37条の３第２項………… １２―４ ……………同条第２項各号……………同法第37条の３第３項…………

…2,800万円、1,000万円又は2,500万円…………… …2,800万円、1,000万円、2,300万円又は2,500万円……………

(注) …………… (注) ……………

－２４－



改 正 後 改 正 前

（工業用機械等の範囲） （工業用機械等の範囲）

１２―５ ……………同法第37条の３第２項…………… １２―５ ……………同法第37条の３第３項……………

（工場用又は作業場用等の建物及びその附属設備の意義） （工場用又は作業場用等の建物及びその附属設備の意義）

１２―８ ……………措置法令第６条の５第４項、第13項及び第14項…………… １２―８ ……………措置法令第６条の５第４項、第11項及び第12項……………

⑴ …………… ⑴ ……………

⑵ …………… ⑵ ……………

(注) …………… (注) ……………

（取得価額の合計額が ２，８００万円、１，０００万円又は２，５００万円を超えるかどうか （取得価額の合計額が２，８００万円、１，０００万円、２，３００万円又は２，５００万円を超え

の判定） るかどうかの判定）

１２―１１ ……………2,800万円、1,000万円又は2,500万円…………… １２―１１ ……………2,800万円、1,000万円、2,300万円又は2,500万円…………

第１２条の２（（医療用機器等の特別償却））関係 第１２条の２（（中小企業者の機械等の特別償却））関係

（廃 止） （中小企業者であるかどうかの判定の時期）

１２の２―１ 措置法第12条の２第１項に規定する「中小企業者」に該当する個

人であるかどうかは、その取得し、又は製作した機械及び装置を事業の用に

供した日の現況によって判定するものとする。

（廃 止） （年の中途において中小企業者に該当しなくなった場合の適用）

１２の２―２ 措置法規則第５条の20第１項に規定する「組ひも製造業」又

は「縫製品製造業」を営む個人が年の中途において中小企業者に該当しなく

なった場合には、当該該当しなくなった日前において取得して事業の用に供

した製ちゅう機又は電動ミシンについては、措置法第12条の２第１項の規定

－２５－



の適用があるものとし、措置法規則第５条の20第１項に規定する取得価額の

合計額が 230万円以上であるかどうかは、それまでの期間内に取得し事業の

用に供したものの取得価額の合計額によって判定する。

（取得価額の判定単位） （取得価額の判定単位）

１２の２―１ 措置法令第６条の６第１項又は第２項に規定する機械及び装置並 １２の２―３ 措置法令第６条の６第１項に規定する機械及び装置又は同条第３

びに器具及び備品……………500万円以上又は2,700万円以上…………… 項及び同条第５項に規定する機械及び装置並びに器具及び備品 ……………

230万円以上、500万円以上又は2,700万円以上……………

（廃 止） （農林業用の機械及び装置）

１２の２―４ 農業用又は林業用の減価償却資産が機械及び装置に該当するかど

うかは、個々の減価償却資産の属性に基づき判定するのであるが、措置法第

12条の２第１項の規定の適用上、減価償却資産の耐用年数等に関する省

令（昭和40年大蔵省令第15号）別表第七（以下この項において「別表第七」

という。）に掲げる減価償却資産のうち次の表に掲げるものは機械及び装置

に該当するものとする。

別 表 第 七 の 種 類 左のうち機械及び装置に該当するもの

電 動 機

内燃機関、ボイラー及びポンプ 全 部

ト ラ ク タ ー

耕 う ん 整 地 用 機 具

耕 土 造 成 改 良 用 機 具 動力により作動する

栽 培 管 理 用 機 具 もの及びトラクター

防 除 用 機 具 に装着し又はけん引

－２６－



改 正 後 改 正 前

穀 類 収 穫 調 整 用 機 具 させて作業をするも

飼 料 作 物 収 穫 調 整 用 機 具 の

果 樹 、 野 菜 又 は 花 き 収 穫 調 整 用 機 具

その他の農作物収穫調整用機具

農産物処理加工用機具(精米又は精麦機を除く。)

家 畜 飼 養 管 理 用 機 具 動力により作動する

養 蚕 用 機 具 もの

造 林 又 は 伐 木 用 機 具

そ の 他 の 機 具 精米機及び精麦機

（国庫補助金等をもって取得等した減価償却資産の取得価額） （国庫補助金等をもって取得等した減価償却資産の取得価額）

１２の２―２ 措置法令第６条の６第１項又は第２項に規定する機械及び装置並 １２の２―５ 措置法令第６条の６第１項に規定する機械及び装置又は同条第３

びに器具及び備品……………500万円以上又は2,700万円以上……………同条 項及び同条第５項に規定する機械及び装置並びに器具及び備品………………

第２項…………… 230万円以上、500万円以上又は2,700万円以上……………同条第２項各号…・

………

（主たる事業でない場合の適用） （主たる事業でない場合の適用）

１２の２―３ 措置法第12条の２第１項に規定する医療保健業は、…………… １２の２―６ 措置法第12条の２第１項に規定する事業及び同条第２項に規定す

る医療保健業は、……………

（事業の判定） （事業の判定）

１２の２―４ 個人の営む事業が措置法第12条の２第１項に規定する医療保健業 １２の２―７ 個人の営む事業が措置法第12条の２第１項に規定する事業又は同

－２７－



に該当するかどうかは、…………… 条第２項に規定する医療保健業に該当するかどうかは、……………

(注)１ 措置法規則第５条の20第１項に規定する「縫製品製造業」につい

ては、日本標準産業分類の「中分類12 衣服・その他の繊維製品製

造業」に分類する事業が該当する。

２ 措置法規則第５条の20第２項第４号に規定する「サービス業」について

は、日本標準産業分類の「大分類Ｈ 情報通信業」（「中分類37 通信

業」を除く。）、「小分類 693 駐車場業」、「中分類72 宿泊業」、

「大分類Ｎ 医療、福祉」、「大分類Ｏ 教育、学習支援業」、「中分

類79 協同組合（他に分類されないもの）」及び「大分類Ｑ サービス

業（他に分類されないもの）」（「小分類 831 旅行業」を除く。）に

分類する事業が該当する。

（廃 止） （その他これらの事業に含まれないもの）

１２の２―８ 措置法規則第５条の20第２項第２号のかっこ書の料亭、バー、キ

ャバレー、ナイトクラブに類する事業には、例えば、大衆酒場及びビヤホー

ルのように一般大衆が日常利用する飲食店は、含まれないものとする。

（廃 止） （対象事業とその他の事業とに共通して使用される機械及び装置）

１２の２―９ 措置法第12条の２第１項に規定する事業とその他の事業とを営む

個人が、その取得した機械及び装置をそれぞれの事業に共通して使用してい

る場合には、その全部を同項の事業の用に供したものとして同項の規定を適

用する。

（廃 止） （物品賃貸業に該当しない資産の貸与）

１２の２―１０ 措置法第12条の２第１項に規定する中小企業者である個人が、そ

の取得した機械及び装置を自己の下請業者に貸与した場合において、当該機

械及び装置が専ら当該個人のためにする製品の加工等の用に供されるもので

あるときは、当該機械及び装置は当該個人の営む事業の用に供したものとし

－２８－



改 正 後 改 正 前

て取り扱う。

（医療用機器の範囲） （医療用機器の範囲）

１２の２―５ 措置法第12条の２第１項第１号…………… １２の２―１１ 措置法第12条の２第２項第１号……………

(注) …………… (注) ……………

（被相続人に係る償却不足額の取扱い） （被相続人に係る償却不足額の取扱い）

１２の２―６ 措置法第12条の２第１項の規定の適用を受けている同項に規定す １２の２―１２ 措置法第12条の２第１項又は第２項の規定の適用を受けている機

る医療用機器等を有していた者が、当該医療用機器等を事業の用に供した年 械及び装置又は医療用機器等を有していた者が、当該機械及び装置又は医療

……………これらの規定により当該医療用機器等……………（……………） 用機器等を事業の用に供した年……………これらの規定により当該機械及

……………（……………）……………青色申告書を提出する者であるときに び装置又は医療用機器等……………（……………）……………（……………）

限り、その満たない金額については、同条第２項…………… ……………青色申告書を提出する者（同条第１項に規定する事業を相続した

場合にあっては、同項に規定する中小企業者に該当する場合に限る。）であ

るときに限り、その満たない金額については、同条第３項……………

第１２条の３（（特定医療用建物の割増償却等））関係 第１２条の３（（特定医療用建物の割増償却等））関係

（病院等の意義） （病院の意義）

１２の３―１ 措置法第12条の３第１項に規定する「病院又は診療所」とは、… １２の３―１ 措置法第12条の３第１項に規定する「病院」とは、……………病

…………病院又は同条第２項に規定する診療所をいうのであるから、例えば、 院をいうのであるから、例えば、診療所、助産所、……………

助産所、……………

第１３条の３（（農業経営改善計画等を実施する個人の機械等の割増償却））関係 第１３条の３（（農業経営改善計画等を実施する個人の機械等の割増償却））関係

（農林業用の機械及び装置） （農林業用の機械及び装置）

－２９－



１３の３―２ …………… １３の３―２ ……………

（表） 省 略 （表） 省 略

(注) 器具及び備品のうち、平成６年３月31日付農林水産省告示第 607号別

表に掲げるものについては同法第13条の３第１項の規定の適用があるこ

とに留意する。

第１４条（（優良賃貸住宅等の割増償却等））関係 第１４条（（優良賃貸住宅等の割増償却））関係

（各独立部分の範囲） （各独立部分の範囲）

１４―２ 措置法令第７条第１項、第２項、第４項及び第７項から第10項まで… １４―２ 措置法令第７条第１項、第２項、第４項及び第７項……………

…………

(注) …………… (注) ……………

（優良賃貸住宅の範囲） （優良賃貸住宅の範囲）

１４―３ ……………当該住宅用区分所有家屋は優良賃貸住宅、高齢者向け優良 １４―３ ……………当該住宅用区分所有家屋は優良賃貸住宅又は高齢者向け優

賃貸住宅又は改良優良賃貸住宅（措置法第14条第３項に規定する改良優良賃 良賃貸住宅に該当するものとして取り扱う。

貸住宅をいう。以下同じ。）に該当するものとして取り扱う。

(注) …………… (注) ……………

（特定優良賃貸住宅等の各独立部分の数が１０以上であるかどうかの判定の時期） （特定優良賃貸住宅等の各独立部分の数が１０以上であるかどうかの判定の時期）

１４―８ …………… １４―８ ……………

(注) 同項第２号、同条第２項又は第３項…………… (注) 同項第２号又は同条第２項……………

（床面積の意義） （床面積の意義）

１４―１０ 措置法令第７条第１項、第２項、第４項及び第７項から第10項まで… １４―１０ 措置法令第７条第１項、第２項及び第４項……………

…………

－３０－



改 正 後 改 正 前

（敷地の意義） （新 設）

１４―１５ 措置法令第７条第９項第３号に規定する共同住宅又は長屋の敷地の面

積が 300平方メートル以上であるかどうかについては、当該共同住宅又は長

屋と一体として利用される庭、通路等の敷地の面積は含めて判定するのであ

るが、個人が、改良工事とともに建築物の増築を行い、当該増築部分に係る

敷地の買い増し等をした場合には、当該買い増し部分の敷地の面積は除いて

判定することに留意する。

(注) 措置法第14条第３項の規定による特別償却の対象となる改良優良賃貸住

宅は、個人がその有する建築物の改良のために支出した資本的支出に係る

部分に限られるから、建築物を増築した場合の当該増築部分は、同項の特

別償却の対象とはならない。

（特別償却の適用が受けられない部分がある場合の取得価額の区分） （新 設）

１４―１６ 措置法令第７条第９項又は第10項に規定する共同住宅又は長屋のうち

に、措置法第14条第３項の規定の適用のある部分とない部分とがある場合に

は、これらの部分に係る取得価額は床面積の比その他合理的な基準により区

分するものとする。この場合、共同住宅の各独立部分に係る廊下、階段その

他その共用に供されるべき部分（以下この項において「共用部分」という。）

については、当該各独立部分の大部分が同項の規定の適用があり、かつ、当

該共用部分を同項の適用がある各独立部分に係る部分とその他の部分に区分

することが困難であるときは、当該共用部分の全部をその適用がある部分に

該当するものとすることができる。

第１４条の２（（特定再開発建築物等の割増償却））関係 第１４条の２（（特定再開発建築物等の割増償却））関係

－３１－



（特定再開発建築物等の範囲） （特定再開発建築物等の範囲）

１４の２－１ ……………（以下14の２－９……………）…………… １４の２－１ ……………（以下14の２－17……………）……………

(注) ……………措置法令第７条の２第７項……………特別特定建築物……… (注) ……………措置法令第７条の２第５項……………特定建築物……………

……

（廃 止） （駐車場に係る特殊の装置の範囲）

１４の２－４ 措置法第14条の２第２項第３号イに規定する駐車場は、直接地上

ヘ通ずる出入口のある階以外の階に自動車の駐車の用に供する部分に設ける

もの又は財務省令で定める特殊の装置（以下この項において「特殊の装置」

という。）を用いるものに限られ、また、同号ロに規定する駐車場は、地下

若しくは複数の階に自動車の駐車の用に供する部分を設けるもの又は特殊の

装置を用いるものに限られているが、この場合の特殊の装置は、措置法規則

第６条の２第１項第１号又は第２号に掲げる方式による駐車装置をいうこと

に留意する。

(注) 措置法第14条の２第２項第３号に規定する駐車場の用に供される建築物

に係る建物及びその附属設備について同条第１項の規定の適用を受ける場

合には、当該建物及びその附属設備と併せて設置される駐車場の用に供す

る措置法規則第６条の２第１項第１号及び第２号に掲げる方式による駐車

装置のほか同項第３号から第５号に掲げる方式による駐車装置並びに自動

車用の昇降装置及び方向転換装置についても措置法第14条の２第１項の規

定の適用があることに留意する。

（廃 止） （路外駐車場の意義）

１４の２－５ 措置法第14条の２第２項第３号イに規定する路外駐車場とは、道

路の路面外に設置される自動車の駐車のための施設であって一般公共の用に

供されるものをいい、建物に内設又は併設されているものかどうかは問わな

いことに留意する。

(注) 例えば、いわゆる月極駐車場、レストラン等の専用駐車場のように利用
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改 正 後 改 正 前

者について制限を設けているものは、一般公共の用に供されるものに該当

しない。

（廃 止） （直接地上へ通ずる出入口のある階以外の階に設ける駐車場の意義）

１４の２－６ 措置法第14条の２第２項第３号イに規定する直接地上へ通ずる出

入口のある階以外の階に自動車の駐車の用に供する部分を設ける駐車場

には、例えば、地上階数２以上の建物の地上２以上の階の特定の階のみを駐

車場とする場合の当該駐車場及び地下に設けられた駐車場は含まれるが、地

上１階部分又は建物の屋上のみに設けられた駐車場は含まれない。

（廃 止） （駐車場の用とその他の用に共用されている建物の判定）

１４の２－７ 一の建物が駐車場の用とその他の用に共用されている場合には、

原則としてその用途の異なるごとに区分し、駐車場の用に供されている部分

について措置法第14条の２第１項の規定を適用するのであるが、当該建物の

一部が駐車場の用とその他の用に共用されており、その区分をすることが困

難であるときは、当該建物の一部が主としていずれの用に供されているかに

より判定する。

(注) その他の用に供されている部分が極めて小部分であるときは、その全部

が駐車場の用に供されているものとすることができる。

（昇降機の設置されている建築物の範囲） （昇降機の設置されている建築物の範囲）

１４の２－４ 措置法令第７条の２第７項第２号…………… １４の２－８ 措置法令第７条の２第５項第２号……………

(注) ……………第８条……………同法第２条第３号……………特別特定建築 (注) ……………第７条……………同法第２条……………特定建築物…………

物……………措置法令第７条の２第７項…………… …措置法令第７条の２第５項……………
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（建物の一部が要件該当特別特定建築物である場合の取扱い） （建物の一部が要件該当特定建築物である場合の取扱い）

１４の２－５ ……………特別特定建築物（……………「要件該当特別特定建築 １４の２－９ ……………特定建築物（……………「要件該当特定建築物」とい

物」という。）……………要件該当特別特定建築物以外……………当該要件 う。）……………要件該当特定建築物以外……………当該要件該当特定建築

該当特別特定建築物…………… 物……………

（用途変更等があった場合の適用） （用途変更等があった場合の適用）

１４の２－６ …………… １４の２－１０ ……………

(注) …………… (注) ……………

（廃 止） （遮音上有効な機能を有する壁の部分の長さの判定）

１４の２－１１ 措置法令第７条の２第７項第１号に規定する沿道整備道路（以下

14の２－13までにおいて「沿道整備道路」という。）に面する遮音上有効な

機能を有する壁の長さを判定する場合において、同号に規定する建築物と沿

道整備道路が平行に建設されていないときには、当該建築物の周囲の地面に

接する外壁又はこれに代わる柱の面で囲まれた部分の水平投影の沿道整備道

路に面する長さにより判定することに留意する。

（廃 止） （空隙の意義）

１４の２－１２ 措置法規則第６条の２第６項に規定する「空隙」とは、例えば、

建築物の１階部分が支柱のみで２階以上の部分が部屋となっている建築物の

１階部分のように、沿道整備道路と建築物の背後地の間が常時遮へいされて

いない部分をいう。

（廃 止） （路面の中心からの高さ）

１４の２－１３ 措置法規則第６条の２第７項に規定する沿道整備道路の路面の中

心からの外壁の高さが６メートル以上であるかどうかは、措置法令第７条の

２第６項に規定する沿道整備計画の内容として定められたその敷地が沿道整

備道路に接する建築物に係る当該建築物の沿道整備道路に面する方向の鉛直

－３４－



改 正 後 改 正 前

投影の各部分が沿道整備道路の路面の中心から６メートル以上であるかどう

かにより判定するものとする。

（廃 止） （開放された空地の意義）

１４の２－１４ 措置法令第７条の２第７項第４号に規定する「日常一般に開放さ

れた空地」とは、例えば、公園、緑地、広場等日常一般に地域住民に開放さ

れている土地をいう。

（床面積の意義） （床面積等の意義）

１４の２－７ 措置法令第７条の２第７項第１号に規定する床面積は、建築基準 １４の２－１５ 措置法令第７条の２第４項及び第５項第１号に規定する床面積並

法施行令第２条第１項第３号に規定する床面積によるものとする。 びに同条第７項第３号に規定する建築面積は、建築基準法施行令第２条第１

項第３号に規定する床面積及び同項第２号に規定する建築面積によるものと

する。

この場合において、措置法規則第６条の２第１項第１号から同項第５号ま

でに掲げる方式による駐車装置を用いる駐車場につき、床として認識するこ

とが困難な形状の部分に係る床面積については、自動車１台につき15㎡とみ

なして建築基準法施行令第２条第１項第３号に規定する床面積を計算するも

のとする。

（資本的支出） （資本的支出）

１４の２－８ …………… １４の２－１６ ……………

(注) 措置法令第７条の２第８項……………特別特定建築物……………同条第 (注) 措置法令第７条の２第６項……………特定建築物……………同条第５項

７項…………… ……………

（相続により特定再開発建築物等を承継した者に対する取扱い） （相続により特定再開発建築物等を承継した者に対する取扱い）

－３５－



１４の２－９ …………… １４の２－１７ ……………

（廃 止） 第２０条の２（（プログラム等準備金））関係

（廃 止） （対象個人の範囲）

２０の２―１ 措置法第20条の２第１項各号に掲げるソフトウエア業又はデータ

ベース業は、個人が主たる事業として営んでいる必要はないのであるから留

意する。

（廃 止） （証明データベースの利用の許諾に係る収入金額）

２０の２―２ 措置法令第12条の２第12項第１号に規定する証明データベースの

利用の許諾に係る収入金額には、例えば、当該証明データベースの利用に関

する契約書において明らかにされている登録料、接続時間料、検索料、出力

料等に係る収入金額が含まれる。ただし、当該証明データベースを利用する

ための入出力装置の使用料等に係る収入金額はこれに含まれないことに留意

する。

（廃 止） （割戻しがある場合の収入金額）

２０の２―３ 措置法第20条の２第１項の表の各号の規定によりプログラム等準

備金の積立限度額を計算する場合において、措置法令第12条の２第３項、第

６項、第10項及び第12項に規定する収入金額につき当該年において割戻しを

した金額があるときは、当該年のこれらの収入金額からそれぞれの割戻しを

した金額を控除する。

第２０条の２（（特定災害防止準備金））関係 第２０条の４（（特定災害防止準備金））関係

（採石災害防止費用の見積額等に異動が生じた場合の調整） （採石災害防止費用の見積額等に異動が生じた場合の調整）

２０の２―１ 措置法第20条の２第１項……………措置法令第12条第５項第１号 ２０の４―１ 措置法第20条の４第１項……………措置法令第12条の４第５項第１

－３６－



改 正 後 改 正 前

…………… 号……………

(注) ……………措置法規則第７条第１項…………… (注) ……………措置法規則第７条の２第１項……………

（最終処分災害防止費用の見積額等に異動が生じた場合の調整） （最終処分災害防止費用の見積額等に異動が生じた場合の調整）

２０の２―２ 措置法第20条の２第１項……………措置法令第12条第９項第１号 ２０の４―２ 措置法第20条の４第１項……………措置法令第12条の４第９項第

…………… １号……………

(注) ……………措置法規則第７条第５項…………… (注) ……………措置法規則第７条の２第５項……………

（露天石炭等採掘災害防止費用の見積額等に異動が生じた場合の調整） （露天石炭等採掘災害防止費用の見積額等に異動が生じた場合の調整）

２０の２－３ 措置法第20条の２第１項……………措置法令第12条第12項第１号 ２０の４－３ 措置法第20条の４第１項……………措置法令第12条の４第12項第

…………… １号……………

(注) ……………措置法規則第７条第９項…………… (注) ……………措置法規則第７条の２第９項……………

第２０条の４（（特別修繕準備金））関係 第２０条の６（（特別修繕準備金））関係

（対象資産を賃借している場合の特別修繕準備金勘定の積立て） （対象資産を賃借している場合の特別修繕準備金勘定の積立て）

２０の４―１ 措置法第20条の４第１項…………… ２０の６―１ 措置法第20条の６第１項……………

（船舶の定期検査のための修繕） （船舶の定期検査のための修繕）

２０の４―２ ……………措置法第20条の４第１項第１号…………… ２０の６―２ ……………措置法第20条の６第１項第１号……………

（溶鉱炉、熱風炉等の特別の修繕の範囲） （溶鉱炉、熱風炉等の特別の修繕の範囲）

２０の４―３ 措置法第20条の４第１項第２号…………… ２０の６―３ 措置法第20条の６第１項第２号……………

⑴ …………… ⑴ ……………

⑵ …………… ⑵ ……………

－３７－



⑶ …………… ⑶ ……………

⑷ …………… ⑷ ……………

⑸ …………… ⑸ ……………

⑹ …………… ⑹ ……………

(注) …………… (注) ……………

（特別修繕完了の日及び築造の完了の日） （特別修繕完了の日及び築造の完了の日）

２０の４―４ 措置法第20条の４第５項及び措置法令第12条の２第１項………… ２０の６―４ 措置法第20条の６第５項及び措置法令第12条の５第１項…………

…措置法令第12条の２第１項第２号…………… …措置法令第12条の５第１項第２号……………

⑴ …………… ⑴ ……………

⑵ …………… ⑵ ……………

⑶ …………… ⑶ ……………

⑷ …………… ⑷ ……………

（溶鉱炉等の長期稼働休止期間中における特別修繕準備金の積立て停止） （溶鉱炉等の長期稼働休止期間中における特別修繕準備金の積立て停止）

２０の４―５ 措置法第20条の４第１項第２号…………… ２０の６―５ 措置法第20条の６第１項第２号……………

(注) 措置法令第12条の２第１項第２号…………… (注) 措置法令第12条の５第１項第２号……………

（準備金設定資産を賃貸した場合の取崩し） （準備金設定資産を賃貸した場合の取崩し）

２０の４―６ ……………措置法第20条の４第５項第２号…………… ２０の６―６ ……………措置法第20条の６第５項第２号……………

第２８条（（特定の基金に対する負担金等の必要経費算入の特例））関係 第２８条の２（（特定の基金に対する負担金等の必要経費算入の特例））関係

（長期間にわたって使用等される基金） （長期間にわたって使用等される基金）

２８―１ 措置法第28条第１項…………… ２８の２―１ 措置法第28条の２第１項……………

（負担金等の必要経費算入時期） （負担金等の必要経費算入時期）

２８―２ 措置法第28条…………… ２８の２―２ 措置法第28条の２……………

－３８－



改 正 後 改 正 前

(注)１ …………… (注)１ ……………

２ …………… ２ ……………

（中小企業倒産防止共済事業の前払掛金） （中小企業倒産防止共済事業の前払掛金）

２８―３ ……………措置法第28条第１項第２号…………… ２８の２―３ ……………措置法第28条の２第１項第２号……………

第２８条の２（（中小企業者の少額減価償却資産の取得価額の必要経費算入の （新 設）

特例））関係

（年の中途において中小企業者に該当しなくなった場合の適用） （新 設）

２８の２－１ 青色申告書を提出する個人で措置法第28条の２第１項に規定する

中小企業者（以下「中小企業者」という。）が年の中途において中小企業者

に該当しないこととなった場合においても、その該当しないこととなった日

前に、取得し、又は製作し、若しくは建設して業務の用に供した同項に規定

する少額減価償却資産については、同項の規定の適用があることに留意する。

（取得価額の判定単位） （新 設）

２８の２－２ 措置法第28条の２第１項に規定する少額減価償却資産の取得価額

が30万円未満であるかどうかについては、通常１単位として取引されるその

単位、例えば、機械及び装置については１台又は１基ごとに、工具、器具及

び備品については１個、１組又は１そろいごとに判定し、構築物のうち例え

ば枕木、電柱等単体では機能を発揮できないものについては、社会通念上一

の効用を有すると認められる単位ごとに判定する。

（明細書の添付） （新 設）

－３９－



２８の２－３ 青色申告書を提出する中小企業者に該当する個人が当該年分の確

定申告書に添付する法第 149条に規定する明細書（いわゆる「青色申告決算

書」）の「減価償却費の計算」欄に次に掲げる事項を記載して提出し、かつ、

当該減価償却資産の明細を別途保管している場合には、措置法第28条の２第

２項に規定する「少額減価償却資産の取得価額に関する明細書」の提出を省

略して差し支えないものとする。

⑴ 取得価額30万円未満の減価償却資産について、措置法第28条の２第１項

の規定を適用していること

⑵ 適用した減価償却資産の取得価額の合計額

⑶ 適用した減価償却資産の明細は、別途保管していること

第２８条の４（（土地の譲渡等に係る事業所得等の課税の特例））関係 第２８条の４（（土地の譲渡等に係る事業所得等の課税の特例））関係

〔用語の意義〕 〔用語の意義〕

（用語の意義） （用語の意義）

２８の４―１ …………… ２８の４―１ ……………

⑴ …………… ⑴ ……………

⑵ …………… ⑵ ……………

⑶ ……………（措置法令第19条第２項第２号……………）…………… ⑶ ……………（措置法令第18条の５第２項第２号……………）……………

⑷ …………… ⑷ ……………

⑸ ……………措置法令第19条第４項…………… ⑸ ……………措置法令第18条の５第４項……………

⑹ …………… ⑹ ……………

（土地の貸付けに係る権利金等の所得区分） （土地の貸付けに係る権利金等の所得区分）

２８の４―８ ……………措置法令第19条第２項第２号…………… ２８の４―８ ……………措置法令第18条の５第２項第２号……………

（仲介行為者が２以上である場合の仲介行為の判定） （仲介行為者が２以上である場合の仲介行為の判定）

２８の４―９ ……………措置法令第19条第３項…………… ２８の４―９ ……………措置法令第18条の５第３項……………

－４０－



改 正 後 改 正 前

(注) …………… (注) ……………

（売主及び買主の双方から報酬を収受する場合の仲介行為の判定） （売主及び買主の双方から報酬を収受する場合の仲介行為の判定）

２８の４―１０ ……………措置法令第19条第３項…………… ２８の４―１０ ……………措置法令第18条の５第３項……………

（分離課税の適用を受ける仲介行為の範囲） （分離課税の適用を受ける仲介行為の範囲）

２８の４―１３ 措置法令第19条第３項…………… ２８の４―１３ 措置法令第18条の５第３項……………

(注) …………… (注) ……………

（土地等の原価の額） （土地等の原価の額）

２８の４―１９ ……………措置法令第19条第４項第１号…………… ２８の４―１９ ……………措置法令第18条の５第４項第１号……………

（各種引当金の繰入額） （各種引当金の繰入額）

２８の４―２０ 措置法令第19条第４項第３号…………… ２８の４―２０ 措置法令第18条の５第４項第３号……………

(注) …………… (注) ……………

（売上割引） （売上割引）

２８の４―２１ ……………措置法令第19条第４項第３号…………… ２８の４―２１ ……………措置法令第18条の５第４項第３号……………

（事業専従者控除額） （事業専従者控除額）

２８の４―２２ ……………措置法令第19条第４項第３号…………… ２８の４―２２ ……………措置法令第18条の５第４項第３号……………

（翌年以後において生じた負債の利子、販売費等） （翌年以後において生じた負債の利子、販売費等）

２８の４―２３ 措置法令第19条第４項第２号…………… ２８の４―２３ 措置法令第18条の５第４項第２号……………

－４１－



（現金主義によって所得計算をしている場合の分離課税の事業所得の金額） （現金主義によって所得計算をしている場合の分離課税の事業所得の金額）

２８の４―２９ ……………（措置法令第19条第３項……………）…………… ２８の４―２９ ……………（措置法令第18条の５第３項……………）……………

（算式） 省 略 （算式） 省 略

(注) …………… (注) ……………

（現金主義によって所得計算をしている場合の仲介行為に係る分離課税の事業 （現金主義によって所得計算をしている場合の仲介行為に係る分離課税の事業

所得の金額） 所得の金額）

２８の４―３０ ……………措置法令第19条第３項…………… ２８の４―３０ ……………措置法令第18条の５第３項……………

(注) その行為が措置法令第19条第３項…………… (注) その行為が措置法令第18条の５第３項……………

（地方公共団体の出資又は拠出により設立された法人の意義） （地方公共団体の出資又は拠出により設立された法人の意義）

２８の４―３６ 措置法令第19条第９項第２号イ…………… ２８の４―３６ 措置法令第18条の５第８項第２号イ……………

（いわゆる売建方式による場合の土地の引渡しの時期） （いわゆる売建方式による場合の土地の引渡しの時期）

２８の４―３９ ……………措置法令第19条第14項…………… ２８の４―３９ ……………措置法令第18条の５第13項……………

（公募売れ残り品の譲渡） （公募売れ残り品の譲渡）

２８の４―４４ ……………（その譲渡が措置法令第19条第11項……………）…… ２８の４―４４ ……………（その譲渡が措置法令第18条の５第10項……………）

……… ……………

(注) …………… (注) ……………

（１，０００平方メートル未満の優良宅地等の適正価格の判定） （１，０００平方メートル未満の優良宅地等の適正価格の判定）

２８の４―４７ ……………措置法令第19条第16項…………… ２８の４―４７ ……………措置法令第18条の５第15項……………

⑴ …………… ⑴ ……………

(注) ……………措置法令第19条第12項各号…………… (注) ……………措置法令第18条の５第11項各号……………

⑵ …………… ⑵ ……………

(注) …………… (注) ……………

⑶ …………… ⑶ ……………

－４２－



改 正 後 改 正 前

（災害により滅失した家屋の意義） （災害により滅失した家屋の意義）

２８の４―４８ 措置法令第19条第18項…………… ２８の４―４８ 措置法令第18条の５第17項……………

（主として居住の用に供していた家屋の意義） （主として居住の用に供していた家屋の意義）

２８の４―４９ 措置法令第19条第18項…………… ２８の４―４９ 措置法令第18条の５第17項……………

(注) …………… (注) ……………

（確定申告書に添付する書類の書式） （確定申告書に添付する書類の書式）

２８の４―５０ …………… ２８の４―５０ ……………

〔別紙１〕 （省 略） 〔別紙１〕 （省 略）

〔別紙２〕 〔別紙２〕

公募要件に該当する事実を証する明細書 公募要件に該当する事実を証する明細書

平成 年分 氏 名 平成 年分 氏 名

租 税 特 別 措 置 法 租 税 特 別 措 置 法 租 税 特 別 措 置 法 租 税 特 別 措 置 法 租 税 特 別 措 置 法 租 税 特 別 措 置 法
該 当 条 文 ① 該 当 条 文 ①

第28条の４第３項第 号 第28条の４第３項第 号 第28条の４第３項第 号 第28条の４第３項第 号 第28条の４第３項第 号 第28条の４第３項第 号

租税特別措置法施行令 租税特別措置法施行令
第 19条 第 2 2項 に 該 当 ⑭ 第18条の5第21項に該当 ⑭
する土地の譲渡の場合 する土地の譲渡の場合

備 考 備 考

－４３－



書 き か た 書 き か た

本 文 （省 略） 本 文 （省 略）

１～11 （省 略） １～11 （省 略）

12 「⑭」欄には、その土地の譲渡が租税特別措置法施行令第19条第22項に該 12 「⑭」欄には、その土地の譲渡が租税特別措置法施行令第18条の５第21項

当する場合に、「措置法令第19条第22項該当」と記載します。 に該当する場合に、「措置法令第18条の５第21項該当」と記載します。

なお、・・・・ なお、・・・・

〔別紙３〕 （省 略） 〔別紙３〕 （省 略）

〔別紙４〕 （省 略） 〔別紙４〕 （省 略）

（分離課税とされる権利金等） （分離課税とされる権利金等）

２８の４―５２ 措置法令第19条第２項各号…………… ２８の４―５２ 措置法令第18条の５第２項各号……………

第４１条の１８（（政治活動に関する寄附をした場合の寄附金控除の特例又は所得税 第４１条の１７（（政治活動に関する寄附をした場合の寄附金控除の特例又は所得税

額の特別控除））関係 額の特別控除））関係

（政治活動に関する寄附をした場合の所得税額の特別控除の適用） （政治活動に関する寄附をした場合の所得税額の特別控除の適用）

４１の１８―１ 措置法第41条の18第２項…………… ４１の１７―１ 措置法第41条の17第２項……………

（その年分の所得税の額の１００分の２５に相当する金額の意義） （その年分の所得税の額の１００分の２５に相当する金額の意義）

４１の１８―２ 措置法第41条の18第２項……………第10条の６第３項から第５項 ４１の１７―２ 措置法第41条の17第２項……………第10条の６第４項、第10条の

まで…………… ７第３項から第５項まで……………

（税額控除等の順序） （税額控除等の順序）

４１の１８―３ …………… ４１の１７―３ ……………

⑴ …………… ⑴ ……………

－４４－



改 正 後 改 正 前

⑵ …………… ⑵ ……………

⑶ 措置法第10条の規定による試験研究費の額が増加した場合等の所得税額 ⑶ 措置法第10条の２の規定によるエネルギー需給構造改革推進設備を取得

の特別控除 した場合の所得税額の特別控除

⑷ 措置法第10条の２の規定によるエネルギー需給構造改革推進設備を取得 ⑷ 措置法第10条の３の規定による事業基盤強化設備を取得した場合等の所

した場合の所得税額の特別控除 得税額の特別控除

⑸ 措置法第10条の３の規定による中小企業者が機械等を取得した場合等の ⑸ 措置法第10条の４の規定による事業化設備等を取得した場合等の所得税

所得税額の特別控除 額の特別控除

⑹ 措置法第10条の４の規定による事業基盤強化設備を取得した場合等の所 ⑹ 措置法第10条の５の規定による沖縄の特定中小企業者が経営革新設備等

得税額の特別控除 を取得した場合等の所得税額の特別控除

⑺ 措置法第10条の５の規定による沖縄の特定中小企業者が経営革新設備等 ⑺ 措置法第10条の６の規定による中小企業者が機械等を取得した場合等の

を取得した場合等の所得税額の特別控除 所得税額の特別控除

⑻ 措置法第10条の６の規定による情報通信機器等を取得した場合等の所得 ⑻ 措置法第10条の規定による試験研究費の額が増加した場合等の所得税額

税額の特別控除 の特別控除

⑼ …………… ⑼ ……………

⑽ 措置法第41条の18第２項…………… ⑽ 措置法第41条の17第２項……………

⑾ …………… ⑾ ……………

⑿ …………… ⑿ ……………

（経過的取扱い⑴）・・・改正前の措置法等の適用がある場合 （新 設）

改正法令（所得税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第８号）、租税

特別措置法施行令の一部を改正する政令（平成15年政令第 139号）及び租税特

別措置法施行規則の一部を改正する省令（平成15年財務省令第34号））による

改正前の措置法、措置法令及び措置法規則（改正法令の附則により読み替えて

適用される改正前の措置法、措置法令及び措置法規則を含む。）の規定の適用

を受ける場合の取扱いについては、この通達の改正前の「租税特別措置法に係

－４５－



る所得税の取扱いについて」の取扱いの例による。

（経過的取扱い⑵）・・・平成１５年４月１日前に特定設備等を取得等した場合等の （新 設）

特別償却

措置法令第６条の５第２項に規定する一の生産等設備で、これを構成する減

価償却資産の取得価額の合計額が 2,300万円を超え 2,500万円以下である場合

において、個人が当該減価償却資産の一部を平成15年４月１日前に取得等し、

残余を同日以後に取得等しているときは、同日前に取得等した当該減価償却資

産の取得価額の合計額が 2,300万円を超えるかどうかを問わず、その同日前に

取得等した減価償却資産については、改正法令による改正前の措置法第12条第

１項の規定を適用する。この場合において、平成15年４月１日以後に取得等し

た減価償却資産については、同条の規定の適用はないことに留意する。
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